
 

倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会（第１回） 

 

日時 平成22年９月24日（金）14時～15時 30分 

場所 倉吉市役所大会議室（本庁舎３階）     

 

 

  

 
次 第 

 

 

１ 開会 

 

２ 倉吉市長あいさつ 

 

３ 委嘱状の交付及び委員の紹介 

 

４ 会長及び副会長の選任 

 

５ 定住自立圏構想の概要について 

 

６ 定住自立圏共生ビジョンの策定について 

 

７ その他 

 

８ 閉会 

 

 

 

［配布資料］ 

 □ 別紙 倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会 委員名簿 

 □ 資料１ 倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会設置要綱 

 □ 資料２ 鳥取県中部の定住自立圏について 

 □ 資料３ 定住自立圏共生ビジョンの策定について 

 □ 資料４ 倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会部会設置要領（案） 

 □ 参考資料１ 定住自立圏の形成に関する協定書（倉吉市－琴浦町） 

 □ 参考資料２ 日向圏域定住自立圏共生ビジョン（宮崎県日向市） 

 

 



（別紙）

区分 所属名 職名 氏名 備考

政策分野に関係する者
(第３条第２項第１号委員)

社団法人鳥取県中部医師会 会長 池田　宣之

政策分野に関係する者
(第３条第２項第１号委員)

鳥取県介護支援専門員連絡協議会中部支部 副支部長 森本　勤子

政策分野に関係する者
(第３条第２項第１号委員)

倉吉市保育園長会
（ひかり保育園）

園長 村島　満

政策分野に関係する者
(第３条第２項第１号委員)

倉吉市学校教育審議会 会長 小谷　次雄

政策分野に関係する者
(第３条第２項第１号委員)

倉吉市体育協会 会長 桑本　圭二

政策分野に関係する者
(第３条第２項第１号委員)

とっとり梨の花温泉郷広域観光協議会 会長 岩崎　元孝

政策分野に関係する者
(第３条第２項第１号委員)

倉吉商工会議所 事務局長 山脇　誠

政策分野に関係する者
(第３条第２項第１号委員)

鳥取県中部地域公共交通協議会 委員 山下　昇

政策分野に関係する者
(第３条第２項第１号委員)

鳥取中央農業協同組合 参事 上本　武

政策分野に関係する者
(第３条第２項第１号委員)

特定非営利活動法人　養生の郷 理事 岸本　康子

政策分野に関係する者
(第３条第２項第１号委員)

田舎暮らしの応援団 代表 福井　恒美

政策分野に関係する者
(第３条第２項第１号委員)

一般社団法人鳥取県ケーブルテレビ協議会
(日本海ケーブルネットワーク㈱倉吉放送センター)

センター長 青木　雅彦

圏域の住民の代表者
(第３条第２項第２号委員)

倉吉市 － 谷本　八郎

圏域の住民の代表者
(第３条第２項第２号委員)

三朝町 － 米田　功

圏域の住民の代表者
(第３条第２項第２号委員)

湯梨浜町 － 遠藤　公章

圏域の住民の代表者
(第３条第２項第２号委員)

琴浦町 － 高塚　良平

圏域の住民の代表者
(第３条第２項第２号委員)

北栄町 － 福井　利明

市長が必要と認める者
(第３条第２項第３号委員)

鳥取短期大学 学長 山田　修平

倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会　委員名簿

（順不同・敬称略）



1 

資料１ 

 

倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 定住自立圏構想推進要綱（平成20年12月26日付総行応第39号総務事務次官通知。以下「推進

要綱」という。）第６に規定する定住自立圏共生ビジョン（以下「ビジョン」という。）を策定し、

又は変更するに当たり、ビジョンの内容について民間、地域の関係者等の意見を幅広く反映するた

め、倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会（以下「懇談会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 懇談会は、ビジョンの策定又は変更のために必要な事項を検討する。 

（組織） 

第３条 懇談会は、委員20人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(１) 推進要綱第５に規定された政策分野に関係する者 

(２) 圏域の住民の代表者 

(３) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 懇談会に会長及び副会長をそれぞれ１名置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、懇談会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 懇談会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 懇談会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を懇談会の会議に出席させ、説明又は意見を

求めることができる。 

４ 懇談会の会議は、公開するものとする。ただし、会長が必要と認めるときは、懇談会に諮って非

公開とすることができる。 

（部会） 

第７条 懇談会における検討を補助するため、懇談会に部会を置くことができる。 

２ 部会の委員は、会長が委嘱する。 

３ 部会の委員は、懇談会の会議に出席し、意見を述べることができる。 

（庶務） 

第８条 懇談会の庶務は、倉吉市総合政策室において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行後、最初に委嘱される委員の任期は、第４条第１項の規定にかかわらず、当該委

嘱の日から平成24年３月31日までとする。 

３ この要綱の施行後、最初に開催される懇談会の会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、市長

が招集する。 



鳥取県中部の定住自立圏について鳥取県中部の定住自立圏について
～活力に充ちた光り輝く圏域の創造に向けて～～活力に充ちた光り輝く圏域の創造に向けて～

2010/9/24

鳥取県倉吉市総合政策室
http://www.city.kurayoshi.lg.jp/p/gyousei/div/sogoseisaku/16/

資料２



１　「定住自立圏構想」と定住自立圏構想推進要綱について　 ［3-13］

２　鳥取県中部圏域の概要と将来人口の推計について　 ［14-20］

３　人口推計から想定される課題と定住自立圏形成協定の関係について　［21-25］

４　定住自立圏の形成に係る経過について　 ［26-27］

（参考資料）　定住自立圏と広域連合の関係について　［28-32］

目　　次目　　次



「定住自立圏構想」について「定住自立圏構想」について（地方圏の厳しい現状）（地方圏の厳しい現状）



「定住自立圏構想」について「定住自立圏構想」について（目指すべき方向）（目指すべき方向）



定住自立圏構想について定住自立圏構想について（基本的な考え方）（基本的な考え方）



「定住自立圏構想」について「定住自立圏構想」について（基本的考え方）（基本的考え方）



定住自立圏構想について定住自立圏構想について（イメージ）（イメージ）



定住自立圏構想推進要綱について定住自立圏構想推進要綱について（概要）（概要）



定住自立圏構想推進要綱について定住自立圏構想推進要綱について（中心市）（中心市）



定住自立圏構想推進要綱について定住自立圏構想推進要綱について（定住自立圏形成協定）（定住自立圏形成協定）



定住自立圏構想推進要綱について定住自立圏構想推進要綱について（定住自立圏形成協定）（定住自立圏形成協定）



定住自立圏構想推進要綱について定住自立圏構想推進要綱について（定住自立圏共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ）（定住自立圏共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ）



定住自立圏構想推進要綱について定住自立圏構想推進要綱について（助言及び支援・施行日）（助言及び支援・施行日）



鳥取県中部圏域の概要について鳥取県中部圏域の概要について

市町村 人口 面積 昼夜間人口比率

倉吉市 52,592　人 272.15　km2 1.116

昼夜間人口比率

三朝町 7,509　人 233.46　km2 0.896

湯梨浜町 17,525　人 77.95　km2 0.799

琴浦町 19,499　人 139.90　km2 0.965

北栄町 16,052　人 57.15　km2 0.881

計 60，585　人 508.46　km2

構成 １市４町(倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町)

人口 113,177　人

世帯数 33,695　世帯

面積 780.61　ｋ㎡

＜圏域の概要＞

＜中心市の概要＞

＜周辺市町村の概要＞

（平成17年国勢調査による）

約29㎞

約44㎞

市町村 人口 面積

項目 内容内容項目



将来人口の推計について将来人口の推計について（倉吉市）（倉吉市）

7,161 6,405 5,705 5,093 4,569 4,141 3,757

31,703
30,026

27,510

25,258
23,551

22,023
20,614

13,728 14,297
15,423 15,979 15,789 15,279 14,576

52,592
50,729
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41,443

38,948
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年齢別人口(人)

0

10,000

20,000

30,000
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50,000

年

総人口(人)

0-14歳 15-64歳 65歳- 総人口

≫年少人口　2005年（100％）→2035年（52.5％↓）　

≫生産年齢人口　2005年（100％）→2035年（65％↓）

≫老年人口　2005年（100％）→2020年（116.4％↑）→2035年（106.2％↓）

≫75歳以上の人口　2005年（100％）→2035年（133％↑）

≫総人口　2005年（100％）→2035年（74.1％↓）

（備考）

　「将来人口の推計について」は、平成20年
12月に国立社会保障・人口問題研究所が

発表した「日本の市区町村別将来推計人口
（平成20年12月推計）について」のデータを

グラフ化したものです。



将来人口の推計について将来人口の推計について（三朝町）（三朝町）

910
797 708 610 535 481 433

4,285
4,052

3,633

3,269

2,960
2,699

2,514
2,314 2,220 2,290 2,296 2,246 2,154

1,985

7,509
7,068

6,631

6,175
5,741

5,335
4,932

0
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2,000
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3,000
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4,000
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5,000

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年
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年齢別人口(人)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000
総人口(人)

0-14歳 15-64歳 65歳- 総人口

≫年少人口　2005年（100％）→2035年（47.6％↓）　

≫生産年齢人口　2005年（100％）→2035年（58.7％↓）

≫老年人口　2005年（100％）→2035年（85.8％↓）

≫75歳以上の人口　2005年（100％）→2010年（111.5％↑）→2035年（107.9％↓）

≫総人口　2005年（100％）→2035年（65.7％↓）

（備考）

　「将来人口の推計について」は、平成20年
12月に国立社会保障・人口問題研究所が

発表した「日本の市区町村別将来推計人口
（平成20年12月推計）について」のデータを

グラフ化したものです。



将来人口の推計について将来人口の推計について（湯梨浜町）（湯梨浜町）

2,605 2,472 2,299 2,101 1,940 1,810 1,697

10,393 10,315
9,753

9,234
8,794

8,426
8,083

4,527 4,655
5,099

5,403 5,527 5,526 5,421

17,525 17,442 17,151
16,738

16,260
15,762

15,201

0

2,000

4,000
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年齢別人口(人)

0
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10,000
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14,000
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総人口(人)

0-14歳 15-64歳 65歳- 総人口

≫年少人口　2005年（100％）→2035年（65.1％↓）　

≫生産年齢人口　2005年（100％）→2035年（77.8％↓）

≫老年人口　2005年（100％）→2025年・2030年（122.1％↑）→2035年（119.7％↓）

≫75歳以上の人口　2005年（100％）→2035年（142.7％↑）

≫総人口　2005年（100％）→2035年（86.7％↓）

（備考）

　「将来人口の推計について」は、平成20年
12月に国立社会保障・人口問題研究所が

発表した「日本の市区町村別将来推計人口
（平成20年12月推計）について」のデータを

グラフ化したものです。



将来人口の推計について将来人口の推計について（琴浦町）（琴浦町）

2,656 2,380 2,093 1,846 1,655 1,504 1,374

11,204

10,340

9,374

8,484
7,706

7,133
6,589

5,639 5,781 6,020 6,075 5,955
5,618 5,274
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総人口(人)

0-14歳 15-64歳 65歳- 総人口

≫年少人口　2005年（100％）→2035年（51.7％↓）　

≫生産年齢人口　2005年（100％）→2035年（58.8％↓）

≫老年人口　2005年（100％）→2020年（107.7％↑）→2035年（93.5％↓）

≫75歳以上の人口　2005年（100％）→2030年（120.4％↑）→2035年（118％↓）

≫総人口　2005年（100％）→2035年（67.9％↓）

（備考）

　「将来人口の推計について」は、平成20年
12月に国立社会保障・人口問題研究所が

発表した「日本の市区町村別将来推計人口
（平成20年12月推計）について」のデータを

グラフ化したものです。



将来人口の推計について将来人口の推計について（北栄町）（北栄町）

2,196
1,884 1,696 1,462 1,289 1,151 1,023

9,817
9,235

8,270

7,321

6,555
5,993

5,575
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総人口(人)

0-14歳 15-64歳 65歳- 総人口

≫年少人口　2005年（100％）→2035年（46.6％↓）　

≫生産年齢人口　2005年（100％）→2035年（56.8％↓）

≫老年人口　2005年（100％）→2025年（118.4％↑）→2035年（104.9％↓）

≫75歳以上の人口　2005年（100％）→2035年（135％↑）

≫総人口　2005年（100％）→2035年（67.5％↓）

（備考）

　「将来人口の推計について」は、平成20年
12月に国立社会保障・人口問題研究所が

発表した「日本の市区町村別将来推計人口
（平成20年12月推計）について」のデータを

グラフ化したものです。



将来人口の推計について将来人口の推計について（中部圏域）（中部圏域）

15,528 13,938 12,501 11,112 9,988 9,087 8,284
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総人口(人)

0-14歳 15-64歳 65歳- 総人口

≫年少人口　2005年（100％）→2035年（53.3％↓）

≫生産年齢人口　2005年（100％）→2035年（64.4％↓）

≫老年人口　2005年（100％）→2020年（114％↑）→2035年（104.1％↓）

≫75歳以上の人口　2005年（100％）→2030年（131.4％↑）→2035年（130％↓）

≫総人口　2005年（100％）→2035年（73.5％↓）

（備考）

　「将来人口の推計について」は、平成20年
12月に国立社会保障・人口問題研究所が

発表した「日本の市区町村別将来推計人口
（平成20年12月推計）について」のデータを

グラフ化したものです。



人口推計から想定される中部圏域の課題人口推計から想定される中部圏域の課題

１　総人口の急激な減少

２　少子化の急速な進行

３　生産年齢人口の急激な減少

４　高齢化の急速な進行

地域活力の低下

次代の担い手不足

地域経済の衰退

財政資本の減少

地域の担い手不足

社会保障費の増大

要支援者の増大

地域の魅力の低下

↑

地域の機能の低下

圏域の魅力の低下

↑

圏域の機能の低下

更なる悪循環

特に生産年齢人口（特に若年層の人口）の確保が必要！



課題解決に向けた方向性課題解決に向けた方向性

①人口の確保＝定住の促進

都市圏からの人口流入の創出

（中部圏域の魅力の向上）（中部圏域の魅力の向上）

定住（人口維持・増加）を促進するための施策中部圏域からの人口流出の防止

（中部圏域の都市・生活機能の向上）（中部圏域の都市・生活機能の向上）

②持続可能な圏域社会の構築

人口減少、少子・高齢化社会に対応するための施策

人口減少社会の到来

（効率的な社会システムの確立）（効率的な社会システムの確立）

少子・高齢化の進行

（最低限必要な生活機能の維持）（最低限必要な生活機能の維持）



課題解決の方向性と協定項目の関係課題解決の方向性と協定項目の関係

人口流入

の創出

興味を持っても
らう

行ってみたいと
思ってもらう

良い所と思って
もらう

人口流出

の防止

住んでみようか
なと思ってもらう

ずっと住みたい
と思ってもらう

人口定住

広域観光

⑤

地産

地消

⑧

医療

・

介護

①

子育て

②

障がい者

（継続協議）

教育

③

体育

④

公共

交通

⑦

IJU

⑨

企業誘致

⑥

雇用

⑪合同研修・⑫専門人材・⑬人事交流持続可能な社会の形成

地域

情報

⑩

農業振興



課題解決の方向性と協定項目の関係課題解決の方向性と協定項目の関係

老年人口
（65歳－）

の増加

年少人口
（0－14歳）

の減少

生産年齢人口
（15－64歳）

の減少

広域

観光

⑤

公共

交通

⑦

ＩＪＵ

⑨

⑪合同研修・⑫専門人材・⑬人事交流持続可能な社会の形成

子育て

②

雇用

農業振興

教育

③

体育
④

地産

地消

⑧

障がい者

（継続協議）

企業誘致

⑥

医療

・

介護

①

地域

情報

⑩



(1) 生活機能の強化に係る政策分野 (2) 結びつきやネットワークの強化
　　に係る政策分野

(3) 圏域マネジメント能力の強化
　　に係る政策分野

○協定に基づき連携する取組の分野及び内容（概要）

※周辺市町村により、協定内容は異なることに留意
※参照：参考資料１　定住自立圏形成協定書

ア　福祉
　①認知症に係る支援体制の整備
　　（認知症の診断システムの構築　等）

　②子育て支援体制の整備及び充実
　　（病児保育等の特別保育の実施　等）

イ　教育
　③鳥取中部子ども支援センターの維持
　　及び教育相談体制の充実
　　（不登校児童等に対する相談体制の整備）

　④体育施設の機能の維持及び強化
　　（倉吉市営陸上競技場の改修　等）

ウ　産業振興
　⑤広域観光体制の充実及び強化による
　　広域観光の推進
　　（梨の花温泉郷に対する支援の充実　等）

　⑥企業誘致の推進
　　（関西事務所の連携　等）

ア　地域公共交通
　⑦公共交通に係る効率的な運行体系の
　　確立
　　（地域公共交通総合連携計画の策定）

イ　地域の生産者や消費者等の連携によ
　　る地産地消
　⑧地産地消の推進
　　（地産地消の関係者同士のネットワークの

　　　構築　等）

ウ　地域内外の住民との交流・移住促進
　⑨空き屋バンクの連携等による移住の
　　促進
　　（移住施策の連携　等）

エ　その他結びつきやネットワークの強
　　化に係る連携
　⑩広報活動の連携による広域的な情報
　　提供
　　（CATV番組の相互放送等の働きかけ　等）

ア　人材の育成　
　⑪合同研修会の開催
イ　外部からの人材の確保
　⑫専門人材の確保及び活用
ウ　圏域内市町の職員等の交流
　⑬人事交流の実施

※⑪～⑬は、左記の①～⑩までの取組に必要
なマネジメント能力の強化のために行う。

中部圏域の定住自立圏形成協定について中部圏域の定住自立圏形成協定について

○協定の目的（概要）

目的

　この協定は、甲（倉吉市）と乙（三朝町、湯梨浜町、琴浦町及び北栄町）との間において、甲及び乙が相互に役割を分担し、
連携して、定住に必要な都市機能及び生活機能を確保するとともに、それぞれが保有する自然環境、農産物、歴史等の地域資
源を有機的に連携し、有効に活用して、圏域全体の魅力を向上し、圏域の活性化を図ることにより、圏域における定住を促進
し、持続可能な社会を構築するため、定住自立圏を形成することに関して必要な事項を定めることを目的とする。



定住自立圏の形成に係る経過について定住自立圏の形成に係る経過について

　　　　　○　定住自立圏構想の「継続協議団体」に指定される。（倉吉市）

　　　　　○　国（総務省）が定住自立圏構想推進要綱を制定する。

　　　　　○　定住自立圏構想の「先行実施団体」に指定される。（倉吉市）

　　　　　　　【条件】平成21年度中の定住自立圏形成協定の締結を目指すこと。

　　　　　　　・　「定住自立圏構想」ワーキンググループの開催［開催状況：延べ40回・241人参加］

　　　　　　　・　「定住自立圏構想」主管課長会議の開催［開催状況：計7回］

　　　　　　　・　「定住自立圏構想」副市長・副町長会議の開催［開催状況：計2回］

　　　　　　　・　「定住自立圏構想」推進会議の開催［開催状況：計3回］

　　　　　　　　　【協定項目の決定：47項目→14項目→13項目】

　　

　　　　　　　・　「定住自立圏協定書（案）に係るパブリックコメント

　　　　　　　・　各市町議会で協定締結議案の可決

平成20年12月

平成21年1月

平成21年3月9日

平成21年12月

平成22年3月

平成22年3月31日

主な経過等の内容時期

①　中心市宣言の実施（倉吉市）

②　定住自立圏形成協定の締結（倉吉市・三朝町・湯梨浜町・琴浦町・北栄町）



定住自立圏の形成に係る経過について定住自立圏の形成に係る経過について

　　　　　○　倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会設置要綱の施行

　

　　　　　　　・　「定住自立圏」主管課長会議の開催［開催状況：計2回］

　　　　　　　・　定住自立圏共生ビジョン（素案）の作成に係る協議の実施［開催状況：随時］

　　　　　○　倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会の委員公募の実施

　　　　　○　倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会の公募委員の選考

　　　　　○　倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会の委員推薦及び就任承諾の依頼

　　　　　○　倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会の委員の決定

平成22年4月

平成22年5月

平成22年6月

平成22年7月

平成22年8月

平成22年9月

主な経過等の内容時期

●　地域再生マネージャー短期派遣事業による地域診断の実施（ふるさと財団）

●　倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会（第1回）の開催



（参考資料）（参考資料）定住自立圏と広域定住自立圏と広域連合連合との関係についてとの関係について（イメージ図）（イメージ図）

市町村

大

小

広域行政の役割

各市町の課題の範囲



（参考資料）（参考資料）定住自立圏と広域定住自立圏と広域連合連合との関係についてとの関係について（イメージ図）（イメージ図）

広域連合の対応範囲

市町村

連合

大

小

広域行政の役割

各市町の課題の範囲



（参考資料）（参考資料）定住自立圏と広域定住自立圏と広域連合連合との関係について（イメージ図）との関係について（イメージ図）

広域連合の対応範囲

定住自立圏の対応範囲 市町村

定住自立圏

連合

大

小

広域行政の役割

各市町の課題の範囲



（参考（参考資料資料））定住自立圏と定住自立圏と広域連合広域連合との関係についてとの関係について

○構成市町村が協議により規約を定め
、都道府県知事の許可を得て設置する。

○広域連合及び構成市町村は、広域計
画に基づいて、その事務を処理する。

○広域連合の長は、構成市町村の事務
の処理が広域計画の実施に支障のある
おそれがあると認めるときは、議会の議
決を経て、構成市町村に対して、必要な
措置を勧告することができる。

○中心市と周辺市町村が各自治体の
議会の議決を経て、１対１で協定を締
結することにより連携する。

　また、自己の意思に基づき、一方的
に協定を廃止することができる。

○協定及びビジョンに規定した役割
分担に基づき、その事務を処理する。

○事業執行は、事務の委託、協議会
の設置、民事上の契約など事業の特
徴に応じて、執行方法を選択する。

広域行政の特徴

①広域連合規約（議決（議決・知事許可・知事許可必要）必要）

②広域計画（議決必要）（議決必要）

①中心市宣言（議決不要）

②定住自立圏形成協定（議決必要）（議決必要）

③定住自立圏共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ（議決不要）

事業実施、

意思決定の過程

広域連合に権限あり

（広域連合で処理することとなった事務は、構
成市町村から承継される。＝構成市町村の権
限停止）

市町村に権限あり
広域行政に係る

事務処理の権限

特別地方公共団体普通地方公共団体広域行政の主体

定住自立圏 広域連合区分



（参考（参考資料資料））定住自立圏と広域定住自立圏と広域連合連合との関係についてとの関係について

○圏域を一体的かつ画一的に取り扱
う事業（行政サービス中心）はもちろ
んのこと、原則として、広域的な事業
は、広域連合が主体的に行う。

○各市町が保有する機能を連携、活
用する事業を実施する。

○広域連合が行う事業を支援し、又は
補完する事業を実施する。

○広域連合では対応しずらい各市町
の個別課題に対する事業を実施する。

定住自立圏と広域
連合との関係の考
え方

○意思決定の過程が複雑で迅速に
対応できない。

○独立性が保障されており、構成自
治体の個々の意思・特徴を反映しに
くい。

○圏域行政の一体性を確保しにくい。

デメリット

○圏域行政に構成自治体の個々の意
思・特徴を反映しやすい。

○意思決定の過程が簡素で迅速に対
応できる。

○定住自立圏の取組に関して、国から
の財政的な支援がある。

定住自立圏

○圏域行政を一体的かつ効率的に
展開できる。

メリット

広域連合区分

圏域の一体性が醸成された場合は事務事業を承継する圏域の一体性が醸成された場合は事務事業を承継する。。
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資料３ 

 

定住自立圏共生ビジョンの策定について 

 

 

１ 定住自立圏共生ビジョンに記載する事項について 

 定住自立圏構想推進要綱第６の規定（参照：資料２の 12 ページ）により、次の事項を記載し

た「定住自立圏共生ビジョン」を策定する。 

 

(１) 定住自立圏の名称 ※ 

 (２) 定住自立圏形成協定を締結（＝定住自立圏を形成）した市町村の名称 ※ 

 (３) 定住自立圏の概況（定住自立圏における都市機能の集積状況の現状等）※ 

 (４) 定住自立圏の課題と可能性 

(５) 定住自立圏の将来像 ※ 

(６) 今後の検討課題 

(７) 定住自立圏形成協定に基づき推進する具体的取組（基本事業） ※ 

   ア 取組の概要（現状、課題、取組の方針） 

   イ 成果指標、目標及び実績              

ウ 取組の根拠とする定住自立圏形成協定の規定 ※ 

エ 取組の具体的な内容 ※ 

   オ 実施スケジュール ※ 

   カ 取組に関連する市町村の名称 ※ 

   キ 取組に関連する市町村の役割分担              

   ク 総事業費 ※                       

   ケ 各年度の事業費の見込み ※ 

   コ 財源内訳の見込み 

サ 取組に関連する市町村の事業費負担の基本的な考え方 

 (８) 定住自立圏共生ビジョンの期間（原則として５年間） ※ 

 (９) 定住自立圏共生ビジョンの進行管理（＝ＰＤＣＡサイクル） 

 

 

［参照］日向圏域定住自立圏共生ビジョン（参考資料２） 

 

【備考】 

１ 「※」を付記した事項は、定住自立圏構想推進要綱に基づき、ビジョンに記載しなければなら

ない事項を表している。 

２     の事項は、他圏域の記載内容を踏まえて、ビジョンに明記することが好ましい事項を表

している。 

３  （赤字）の事項は、他圏域の記載内容を踏まえ、総務省において、本圏域にビジョンヘの記載

を期待する事項を表している。 

広域計画等との 

整合性を図る。 

広域連合の取組との重

複を防ぐ。（現在、市担

当課で素案を作成中）
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２ 定住自立圏共生ビジョンの策定方法について 

  中部圏域の広域行政の役割を主体的に担う「鳥取中部ふるさと広域連合」の広域計画との調

整を図りつつ、次のような体系で策定する。 
 
定住自立圏共生ビジョンの策定の流れ 

① １市４町で定住自立圏共生ビジョンの内容の検討及び協議を行う。（役割分担の確認等） 

② 定住自立圏共生ビジョンと鳥取中部ふるさと広域連合広域計画の内容の調整及び協議を行う。

⇒（役割分担を行い、二重行政を防止する。）

③ 定住自立圏共生ビジョンの内容を検討する。 

④ パブリックコメント等を経て、定住自立圏共生ビジョンを策定する。 

⑤ 定住自立圏共生ビジョンに基づく事業を実施する。 
※①～③は、それぞれの進捗状況を確認しつつ、同時に作業を進めていく。 

 
＜ビジョンの策定の体系と位置付け＞ 

  鳥取県中部定住自立圏＝中部地域（１市４町）＝鳥取中部ふるさと広域連合区域 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

倉吉市 

 

 

 

 

＜検討項目＞ 

・圏域の概況 

・圏域の課題 

・定住自立圏の将来像 

・推進すべき具体的な取組 

・今後の検討課題 等 

倉倉吉吉市市定定住住自自立立圏圏  

共共生生ビビジジョョンン懇懇談談会会 

鳥取中部 

ふるさと 

広域連合 

三朝町 

湯梨浜町 

琴浦町 

北栄町 

鳥鳥取取県県中中部部定定住住自自立立圏圏 

共共生生ビビジジョョンン   

鳥取中部ふるさと 

広域連合広域計画 

協議 

協議 

協議 

協議 

協議

役割分担 

策定 

策定 

広域計画・共生ビジョンに基づく事業の実施 

役割分担 

役割分担 

役割分担 

役割分担 

実施 

② 

③ 

① 

④

⑤

定住自立圏の形成に 

関する協定書 

変更 

修正 
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３ 倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会の運営体制について 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （担当する政策分野）     （担当する政策分野）      （担当する政策分野）        

  ・医療            ・産業振興（観光・企業誘致）  ・地域公共交通 

  ・福祉（認知症・子育て）   ・地産地消の推進        ・圏域外住民との移住促進 

  ・教育（教育相談・体育施設）                 ・広域情報（広報・ＩＣＴ） 

 

 

 

 

 

［別添資料：資料４］ 

 倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会部会設置要領（案） 

会長 

医療・福祉・教育部会 産業振興・地産地消部会 交通・移住・情報部会

事務局（倉吉市総合政策室） 
策定支援会社（㈱ジャパンインターナショナル総合研究所） 

会長 

委員 委員

副会長 

事務局（倉吉市総合政策室） 
策定支援会社（㈱ジャパンインターナショナル総合研究所） 

委員 委員 委員 委員 委員 委員 委員

３つの部会を設置する 懇談会の検討を補助するため

全体会 

部会（案） 
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４ 定住自立圏共生ビジョンの策定スケジュール（目標）について 

 

 (１) 全体スケジュール 

実施項目 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 

①１市４町の協議 

（役割分担等の協議） 

        

②広域連合との協議 

（広域計画との調整） 

        

③共生ビジョン懇談会 

（共生ビジョンの検討） 

        

③共生ビジョン懇談会 

（策定支援業務の実施） 

        

④パブリックコメント 

（共生ビジョン案） 

        

④共生ビジョンの策定 

 

  

 

      

※上記のスケジュールは、鳥取中部ふるさと広域連合広域計画の策定状況等を踏まえて調整していく。 

※上記の○の番号は、２ページ目の体系図中の番号に合わせている。 

 

(２) 定住自立圏共生ビジョン懇談会の検討スケジュール（予定） 

   ① 第１回（９月 24 日）【全体会】             ※［ ］は、１ページ目の 

□ 定住自立圏構想等の概要説明             記載項目を表している。 

□ 懇談会の運営方法、検討スケジュール等の決定 

 

② 第 2回（11 月上旬）【部会】 

□ 都市機能の集積状況、地域資源等の基礎データの確認［１－(３)関連］ 

□ 圏域の概況の検討、整理［１－(３)関連］ 

 （圏域の課題と可能性の検討） 

 

③ 第 3回（11 月下旬）【部会】 

□ 圏域の課題と可能性の検討、整理［１－(４)関連］ 

□ 圏域における将来像の方向性の検討［１－(５)関連］ 

    □ 協定に基づく具体的な取組の確認［１－(７)関連］ 

     （圏域における将来像及び将来像を表現するキャッチフレーズの検討） 

 

④ 第４回（12 月中・下旬）【全体会】 

□ 圏域における将来像の検討、整理［１－(５)関連］ 

□ 定住自立圏共生ビジョン（素案）の確認［１－(１)～(９)関連］ 

 

⑤ 第５回（２月上旬）【全体会】 

 □ パブリックコメントを踏まえた定住自立圏共生ビジョン（案）の確認 

□ 今後の懇談会の運営方法及び今後の検討課題の整理 

（素案作成（事務レベル）→再確認→副首長協議→首長協議  →最終協議）

（事務局協議→広域計画との調整） 

（全体会→部会→全体会） 

（ビジョン策定支援） （報告書等の作成）

（策定）

１ ３２ ４ ５



資料４ 

 

倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会部会設置要領（案） 

 

（設置） 

第１条 倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会（以下「懇談会」という。）における検討を補助するた

め、倉吉市定住自立圏共生ビジョン懇談会設置要綱（平成22年３月31日倉吉市長決裁）第７条の規

定に基づき、懇談会に医療・福祉・教育部会、産業振興・地産地消部会及び交通・移住・情報部会

（以下「部会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 部会は、定住自立圏共生ビジョン（以下「ビジョン」という。）の策定のために必要な事項を

検討する。 

（組織） 

第３条 部会は、懇談会の委員のうちから、懇談会の会長（以下「会長」という。）が指名した委員（以

下「部員」という。）で組織する。 

２ 部会に、部会長及び副部会長を置き、部員の互選によってこれを定める。 

３ 部会長は、部会を代表し、会務を総理する。 

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

 （会議） 

第４条 部会は、部会長が招集し、部会長が議長となる。 

２ 部会は、部会長が必要と認めるときは、関係者に出席を求め、又は他の方法で意見及び説明を聴

くことができる。 

 （庶務） 

第５条 部会の庶務は、倉吉市総合政策室において処理する。 

 （その他） 

第６条 この要領に定めるもののほか、部会の運営に関して必要な事項は、部会長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要領は、平成22年９月24日から施行する。 

 （この要領の失効） 

２ この要領は、ビジョンの策定の日限り、その効力を失う。 

 


